
長崎市よかまちづくり条例

～意見交換会用パンフレット～
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長崎市自治基本条例検討委員会
（愛称）よかまちつくり隊

（仮称）



（仮称）長崎市よかまちづくり条例とは？

長崎市よかまちづくり条例（※）とは、

長崎市のまちづくりの基本的な方向性や、さまざまな主体の役割

や協働のあり方、行動の指針を定める条例です。

一般的には「自治基本条例」といわれる条例です。

○全国で300以上の自治体が制定 （平成26年３月現在）

○長崎県内では対馬市のみ制定 （平成24年4月施行）

※条例名は、検討委員会で話し合って決めたものであり、現段階では

（仮称）が付きます。議会提案の際に正式決定することとなります。

なぜ条例が必要なの？

社会状況
の

変化

地方分権
の

進展

公共分野
への

市民参加

以前は、近所のかた同士でいろいろなことを解決しながら暮らしていました。
しかし、人口減少や生活スタイルの多様化が進むと、ご近所さんが顔を合わすこ
とも減り、これまで協力して解決できていた課題が解決できないという事例が多く
なってきました。

例えば、道路の勾配など国が一律に決めたルールを、地域にあったものとするよ
う市が決められるようになったことから、長崎市では、坂のまちにあった基準を定
めました。
このように、地域の実情に合った自治体運営への転換が求められています。

長崎市では、自治会やＮＰＯ、ボランティア、大学、企業など、
様々な主体による市民の皆さんの参画が進んでいることから、
ルールづくりが必要となっています。

これからは、「自分たちのまちは自分たちでよくする」という気持ちを持って、
市民の皆さんや、企業、大学、行政などがお互いに協力し、まちづくりを進
めることが重要です！

「長崎のまちをみんなでつくる」
まちづくりの役割分担やルール

長崎市よかまちづくり条例

が必要！！
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そのための



「長崎のまちはみんなでつくる」取り組み

地域の中に、防災に詳しい人を増やしてい

くために、長崎市では、「市民防災リーダー」

の育成を行い、自主防災組織の結成促進に

取り組んでいます。また、市民防災リーダー

や地元消防団の方などが中心となって、地域

の皆さんが多数参加されて地域防災マップづ

くりなどの地域防災活動に取り組んでいます。

長崎市
防災危機管理室

市民防災リーダー
の育成

地域の防災力の向上

地域住民
地域防災活動

協働

みんなで高める地域の防災力
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協働の事例

・・・協働についての事例を次に紹介します。

自治会・
連合自治会
自治会・

連合自治会

青少年育成
協議会

青少年育成
協議会

子どもを守る
ネットワーク
子どもを守る
ネットワーク

社会福祉協議会
地区支部

社会福祉協議会
地区支部

ＮＰＯ等各種団体ＮＰＯ等各種団体

老人クラブ老人クラブ

事業者
企業・大学
事業者

企業・大学子ども会子ども会

民生委員・児童委員
（地区協議会）

民生委員・児童委員
（地区協議会）

学校（ＰＴＡなど）学校（ＰＴＡなど）

・情報共有

・参 画

・協 働

地域の様々な主体

行 政行 政

課題解決

様々な市民がお互いに協力してまちづくりを進めるには、情報共有・参画・協働が大切です。

協働って何だろう？

様々な地域課題の解決に、異なる組織が強い信頼関係のもと、それぞれの強みを発揮して、協力して
取り組むことです。



条例検討の過程

最
終
報
告
書
提
出

条例の必要
性などにつ
いて検討

条例の中身
について協議

検討委員会
（案）の作成

地域での
意見
交換会

今は、
ここです！

意見反映
条例素案
づくり

市
長
に
報
告
書
を
提
出

条
例
施
行

議会へ
提案

平成25年
7月

平成26年
2月 3月 9～11月

市としての条
例案の決定
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平成26
年度末

平成27
年度～

（仮
称
）長
崎
市
自
治
基
本
条
例

検
討
市
民
懇
話
会
設
置

（20名）

長
崎
市
自
治
基
本
条
例

検
討
委
員
会
設
置

（28名）

パブリック・
コメント（２回目）

パブリック
・コメント
（１回目）

高齢者が、レクリエーションや体
操、おしゃべりなどを通して交流を
深める「高齢者ふれあいサロン」。
地元の自治会や社協支部の協

力・支援のもと、高齢者ふれあい
サロンサポーター養成講座の修了
者が中心となって運営されていま
す。
長崎市では、サロンの開設・運営

における継続的な支援を行ってい
ます。また、長崎市から委託を受
けた長崎市社会福祉協議会がサ
ロンサポーター養成講座を開催し、
サロンの運営等についてもサポー
トしています。

高齢者ふれあいサロンの取り組み

長崎市
高齢者すこやか支援課
サロンの開設・継続支援

高齢者の介護予防
生きがいづくり

仲間づくり・地域づくり

協働

地域住民
（主に高齢者ふれあいサロンサポーター）

それぞれの地域で自主的なサロン運営

長崎市社会福祉協議会
サロンサポーターの養成
サロンの運営サポート

協働の事例はほかにもたくさんあります。
長崎市市民協働推進室のホームページ（「ながさき市民力ネット」で検索）
に掲載の情報誌「that’s市民力」でもご紹介しています。

協働の事例

※パブリック・コメント（1回目）は10月10日から実施
※パブリック・コメントの制度については、11ページ

をご参照ください



長崎市よかまちづくり条例の構成
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長崎市よかまちづくり条例の骨子
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長崎市よかまちづくり条例の骨子
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長崎市よかまちづくり条例の骨子
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長崎市よかまちづくり条例の骨子
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長崎市よかまちづくり条例 Ｑ＆Ａ

条例ができることでどう変わるの？

まちづくりに関わるあらゆる場面

で、市民、企業、大学、行政などの様々

な主体が、条例の趣旨やそれぞれの役

割、責務を意識しながら活動していただ

くことを目指します。また、現在、活動し

ている市民や市民活動団体が、条例を

拠り所として、新たな活動の展開や更

なる活性化につながるものと考えてい

ます。

なぜ「条例」にする必要があるの？

長崎市のまちづくりの基本理念を、

包括的・総合的な「条例」として明文化し、

議会の議決を得て制定するという重みを

重視しています。また、条例を作る過程

から、市民の皆さんといっしょに作り上げ、

情報を発信することにより、市民、企業、

大学、行政などの様々な主体の意識の

醸成を図っていきたいと考えています。

市民の参画の具体的な

仕組みって？

長崎市では、市民の皆さんの市

政への参加のため、情報公開制度や、

附属機関等の審議内容の公開と委員

の公募を原則とするなど参画のしくみを

整備しています。また、パブリックコメン

ト制度を設け、本市の重要な計画や条

例を定める場合は、市民等に広く意見

を求めることとしています。このような仕

組みを通じて、市政へ参画していただく

ことができるようにしています。

詳しくは１１ページでも紹介しています。

長崎市の条例の特徴って？

長崎市よかまちづくり条例は、

様々な活動を行う中で、迷った時や困っ

た時に立ち戻ることができるもの、原点

となるものとして作っています。条文では、

より主体的になるように「私たちは」を主

語にして宣言調にしていることや、多様

な異国との交流の中で長崎特有のもの

としてきた歴史や文化を未来に引き継い

でいくことなどについて織り込んでいるこ

とが特徴です。
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市民の市政参画の制度や仕組みは、すでに実施しているものがたくさんあります。

個人情報
保護条例

市民の皆さんからの申請等に対する事務手続きの
ルールを定めることで、市政における公正の確保と
透明性の向上を図り、市民の権利と利益を保護し
ています。

市政に対する理解と関心を深めてもらうため、市民
の皆さんが「知りたい、見たい」と思う市政に関する
情報が記録された文書の公開を行っています。

市が保有する個人情報の取扱いを適正なものと
するための必要なルールを定め、個人の権利・
利益の保護を図っています。

住民説明会・意見交換会など住民説明会・意見交換会など

行政手続
条例

情報公開
条例

市政に係る重要事項や、市民に密接に関わる事項等について、住民説明会
や意見交換会などを開催し、市民からの意見を聴くことに努めています。

パブ リ ッ ク ・ コ メ ン ト制度パブリ ッ ク ・ コ メ ン ト制度

附属機関等の公開と公募委員附属機関等の公開と公募委員

住 民 投 票住 民 投 票

本市の重要な計画や条例を定める場合は、市民からの意見を公募する手続
きを実施し、広く市民の意見の聴くことに努めています。

パブリック・コメント制度を適用したときは、市民から提出された意見を考慮し
て意思決定を行うとともに、その意見に対する市の考え方を公表しています。

附属機関及び懇話会等の会議は、原則として公開しています。
また、附属機関等の委員については、法令に定めがある場合等を除き、
関係団体など幅広い層から選任するのと併せ、市民からも公募しています。

市政に係る重要事項について、住民の意思を把握するための制度です。
住民からの直接請求等により、その事項ごとに住民投票条例を制定して、
実施することとなります。
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長崎市よかまちづくり条例に関係する既存の制度や仕組み



長崎市自治基本条例検討委員会
（愛称）よかまちつくり隊

平成26年9月作成

＊このパンフレットへのお問い合わせ＊

（事務局） 長崎市総務局企画財政部都市経営室
――――――――――――――――――――――
〒８５０－８６８５ 長崎市桜町２－２２（市役所本館４階）
ＴＥＬ．０９５－８２９－１１１１ ＦＡＸ．０９５－８２９－１１１２

Ｅ‐ｍａｉｌ．toshikeiei@city.nagasaki.lg.jp
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

長崎市自治基本条例検討委員会について

平成２６年３月に設置された「長崎市自治基本条例検討委員会」は、福祉・環境・

平和など、多様な分野の市民や団体等の方々２８名で構成され、具体的な条例

の中身や周知などについての検討を行っています。

なお、検討委員会には、市役所内の関係課長等も参画し、協働で条例づくりに取

り組んでいます。
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パブリック・コメントによる、条例（案）の骨子

への意見募集について

【応募方法】 都市経営室、行政センター、支所、市ホームページ

などにある応募用紙を提出。

詳しくは、

【応募期間】 １０月１０日（金）～１１月２０日（木）

【その他 】 匿名や電話での応募不可。


